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自動車
～ソフトとハードの分離がもたらす自動車産業の構造変化～
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「日本企業が世界に存在感を示すための方法論」
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「日本産業が世界に存在感を示すためのトランスフォーメーション

～コロナ後の長期的な目指す姿の実現に向けて～」
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サマリー

 自動車のアーキテクチャは、ソフトウェア・ファーストに伴う「ソフトとハードの分離」によって、大きく変

化するとみられる。また、クルマが端末化すると同時に、ソフトウェア・サービス・ハードウェアの標準

プラットフォームに付加価値の中心が遷移することとなり、クルマのスマホ化と、そこにビジネスチャ

ンスを見出すディスラプターを生み出す。

 完成車OEM及び自動車部品サプライヤーは、サプライチェーンの構造と価値配分の変化、並びに自

らのケイパビリティを踏まえたビジネスモデルの転換が求められる。一方で、これまで日本企業が強

みとしてきたモノ作りの深い知見は、標準プラットフォームの構築に必要不可欠であり、引き続き相応

の競争優位性を発揮すると考えられる。

 大手OEMは、設計・開発・ブランド戦略、並びにソフトとハード両面でのプラットフォーム開発・運用に

注力した上で、ファブレス化も検討し得る。一方、多くのOEMは独自にプラットフォームを構築するこ

とは困難なため、一部のプラットフォーマーが形成する陣営の一員として標準化の恩恵を受けつつ

差別化領域への注力を進めるか、他社との協業によって新たな陣営を創出することが必要となる。

サプライヤーは、規模拡大に向けた合従連衡やソフトとハードの分離に対応した再編が考えられる

ほか、一部のサプライヤーはOEMと連携してプラットフォーマーを狙うことも選択肢になる。

 2040年においても日本の自動車産業が競争力を維持するためには、既存資産の再編・効率化やソ

フトウェア開発力強化・ビジネスモデル転換の土台となる体制構築を、「今」進めることが過渡期の戦

略として求められる。

自動車

（出所）みずほ銀行産業調査部作成
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略語集

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

自動車

 EV : Electric Vehicle

 POV : Privately Owned Vehicle

 MaaS : Mobility as a Service

 ADAS : Advanced Driver-Assistance System

P3

P4

 PaaS : Platform as a Service

 SaaS : Software as a Service

P5

 ECU : Electronic Control Unit

 E/E : Electric/Electronic

 OTA : Over The Air

 OS : Operating System

 HPC : High Performance Computer

P6

 SoC : System on a Chip

 GPU : Graphics Processing Unit

 CPU : Central Processing Unit

 NPU : Neural Processing Unit

 CMOS : Complementary Metal Oxide Semiconductor

 GFLOPS : Giga Floating-point Operations Per Second

 TOPS : Tera Operations Per Second

P7

 SDK : Software Development Kit

 API : Application Programming Interface

P12

 TCO : Total Cost of Ownership

P29

 SI : System Integration

 OT : Operational Technology

P32

 GAFA : Google・Amazon・Facebook・Apple

 BAT : Baidu・Alibaba・Tencent

P35

 EMS : Electronics Manufacturing Services

P14

 HAL : Hardware Abstraction Layer

P18

 LiB : Lithium-ion Battery

P17

 MEMS : Micro Electro Mechanical Systems

P22

 ITS : Intelligent Transport System

 V2X : Vehicle to Everything

 IVI : In-Vehicle Infotainment

 HMI : Human Machine Interface

P26

 TCU : Telematics Control Unit

P30

 IaaS : Infrastructure as a Service

P23
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2040年の「クルマ」 － 市場・技術・価値観の変化

 「2040年」を目線とした場合、「新車販売台数の成長鈍化」「EV・自動運転・コネクテッド技術の普及拡大」という市場と

技術の変化に加えて、「クルマに求める価値」や「クルマの所有形態」も、現状と大きく異なることが予想される

 2040年のクルマは、個人所有車（POV）とMaaS専用車両に大別され、求められる機能と価値はそれぞれ異なるもの

の、いずれの車両においてもソフトウェアやサービスによって機能と価値の大半が創出される

2040年の「クルマ」における3つの変化

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

市場の変化

技術の変化

価値観の変化

1

2

3

新興国も含め、新車販売台数成長が頭打ち

内燃機関車の販売がピークアウトし、販売減少が継続

EV・自動運転技術の普及が拡大

MaaSが普及＝クルマは持つモノから使うモノへ

「走行性能」に対するユーザーの関心が低下

POV
（含むカーシェア用）

MaaS専用車両
（無人電動シャトル）

コネクテッド・カー普及拡大によりクルマがIoT端末化

クルマに求める価値が「便利で快適な移動手段」へ

EV × ADAS
【L2+/L3】

EV × 自動運転
【L4】

2040年に主流となるクルマ

走行性能
所有価値 <

乗り心地
利便性
移動手段

ソフトウェア・サービスの重要性が増大

自動車 ①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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「ソフトウェア・ファースト」の製品開発がスタンダードに

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 IT技術の進化がもたらす「ソフトウェア・ファースト」の製品開発は、従来の開発プロセスと比較して、開発リードタイム

の短縮やユーザーニーズの即時かつ正確な反映などを可能とし、製品開発の在り方を大きく変える

― 併せて、あらゆる製品を「as a Service」の形で提供することで、従来の「製品売り切り型」ビジネスから、絶えず

ユーザーと接点を持ち続け、継続的な収益を得る「リカーリング型」ビジネスへのシフトも可能に

＜ソフトウェア・ファーストのメリット＞

リアルタイム
のニーズ把握

と製品への反映

新製品を
短期間で投入

スケーラビリティ
固定費抑制

データの
利活用

 新製品の投入サイクルを短期化可能
 リリース後の修正を織り込んだ「実験的」な新製品

投入も可能

 ユーザーの製品利用状況をリアルタイムでモニタリ
ングし、製品リリース後も継続的かつ即時の機能
改善・追加が可能

 製品を通じた膨大なデータの収集と、新製品開発・
機能改善への利用が可能

 「as a Service」での提供により、固定費の増加を
抑制しながら、事業を無限にスケールさせることが
可能

リカーリング
モデル

 製品を「売り切る」形から、メンテナンスやアップ
デートなどを含む「サービス」によって、継続的な収
入を確保できるビジネスモデル構築が可能

クラウド
（PaaS）

エンドユーザー

ハード
ウェア

ハード
ウェア

ハード
ウェア

ハード
ウェア

ハード
ウェア

ハード
ウェア

SaaS

データ収集
ニーズ把握

利用状況
モニタリング

製品開発

常時機能追加スケーラブル

 製品開発・機能提供の主軸がソフトウェアにシフトし、ハードウェア
は「入れモノ」に過ぎなくなる可能性

 SaaSの形態をとる事で、絶えずエンドユーザーとの接点が確保さ
れ、従来は困難であった利用状況の正確なモニタリングが可能

 ハードウェア（端末）はIoT化され、ハードの交換なしに、ソフトウェ
ア更新による機能追加が可能

自動車

ソフトウェア・ファーストの製品開発

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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一方、従来のクルマのアーキテクチャでの高機能化は限界に

従来のクルマのアーキテクチャが抱える問題点

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

自動車

クルマの更なる高機能化には、
アーキテクチャの変革が求められる

 従来のクルマは、ソフトとハードが一体となった多数のECUが相互に通信する分散型E/E （電気/電子）アーキテクチャ

― クルマに新しい機能を付加する度にECUや電気配線が追加され、アーキテクチャが複雑化

 従来の複雑なアーキテクチャはソフトウェア開発の非効率化等を招いており、今後、複雑かつ高度なソフトウェアによ
る電子制御が必要なADAS・自動運転等へ対応するには新たなアーキテクチャへの変革が必要

ECU

ECU

ECU

ECU

ECU ECU

ECU ECU

ECU

ECU

ECU

ECU

インフォテインメントボディ

シャシー パワトレ

複雑な分散型E/Eアーキテクチャ

 ECUが数十から百個、電気配線が3～4km

に達するなど、複雑な「スパゲッティ状態」
 各機能に特化したECUを統合するモジュー

ル化や、共通の関連分野を統合管理するド
メイン型の導入により効率化等が図られるも、
よりシンプルな構造へのニーズは高い

コンポーネント
（ソフト一体）

センサー
アクチュ
エーターECU

ソフトとハードが一体

ソフトの更新が
困難

 多数のECUが複雑に連関してお
り、特定のソフトを更新するにも
システム全体の検証等が必要

ソフトの
スケーリングが

困難

 ソフトがハードへの組み込み型で
あるため、車両インテグレーショ
ンが煩雑であり、コストも増加

物理的な
スペースの限界

 ECU、電気配線の量が膨大であ
り、車内スペースが限界に

複雑なアーキテクチャは
クルマの高機能化を困難にしている状況

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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ソフトウェア・ファーストのクルマ作りに必要なアーキテクチャ

ソフトウェア・ファーストに必要となる要素 ソフトウェア・ファーストを実現するクルマのアーキテクチャ

ソフトと
ハードの分離

 従来のソフトとハード一体開発ではソフトの更
新がハードの更新サイクルに縛られる

 ソフトとハードを分離することで、ソフトウェア・
ファーストの製品開発が可能に

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

自動車

OTAアップデート

 無線ネットワークを経由し、リモートでソフトを
更新、若しくは新しいソフトを追加

 ディーラーなどに入庫してソフトを更新・追加
する方法と比べてコスト・スピード面で優位

ビークルOS

 走行制御を含むあらゆる機能を対象に、第三
者によるソフト開発を可能とする統一基盤

 ビークルOSを搭載した車両であれば、ハード
の違いによらずソフトが機能

中央集中型
E/Eアーキテクチャ

 HPCによる中央集中型システムとすることで、
ソフトの追加・更新が容易に

 多数のECUが分散する複雑な制御システム
では、演算処理や車内スペース等で非効率

ハード

PaaS

（クラウド）

OTA

アップデート

コンポーネント

ECU

コンポーネント

ECU

コンポーネント

ECU

HPC

・・・

ビークルOS

ソフトウェア ソフトウェア ソフトウェア

センサー
アクチュ
エーター

センサー
アクチュ
エーター

センサー
アクチュ
エーター

＜中央集中型E/Eアーキテクチャ＞

コンピューティング開発ツール・開発基盤

 ソフトウェア・ファーストの製品開発を実現するためには、従来、一体開発が行われてきたソフトとハードを分離すること

が前提となる

 ソフトとハードの分離を実現するためにはOTAやビークルOS、中央集中型E/Eアーキテクチャといった技術基盤が必

要となり、これらを包含した形にクルマのアーキテクチャを変革することが求められる

ソフト

ソフトと
ハードの分離

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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アーキテクチャの革新で先行するTesla － 既存の完成車OEMも追従へ

 Teslaは、HPCを基点とする中央集中型E/Eアーキテクチャをいち早く導入し、量産車種に実装済み

― SoCの設計開発を含め、HPCを内製しており、外部プレイヤーに依存しない体制を構築

 既存サプライヤーとの取引関係含め、「レガシーを持たない強み」によってアーキテクチャの革新が実現可能に

― 今後、当社の利益率が向上すれば、自動車産業における「ディスラプター」と成る可能性も

（注）複数のセンサーからの情報を処理し、自動運転やADASに必要な情報の抽出や加工をする技術
（出所）IR資料、各種報道より、みずほ銀行産業調査部作成

HPC「HW3.0」

SoC自社開発 製造委託

 GPUコア（演算性能：600GFLOPS）
 CPUコア（12個、Arm製「Coretex-A72」
 NPU（演算性能：72TOPS／消費電力15W

3眼カメラ

CMOSイメージ
センサー

画像処理チップレス
カメラモジュール

・・・
「Model 3」は合計
9個のカメラを搭載

センサー
フュージョン（注）

サテライトカメラ
システム

 高い拡張性
 高い搭載自由度
 小型モジュール化

Left

Body Controller

（ECU）

Front

Body Controller

（ECU）

Right

Body Controller

（ECU）

 左側のシート・ドア関連
 インバーター（後輪側）
 タイヤ空気圧センサー
 超音波センサー

 冷却ポンプ
 パワーステアリング
 ヘッドランプ
 インバーター（前輪側）
 ミリ波レーダー

 右側のシート・ドア関連
 エアバッグコントローラ
 オーディオアンプ
 ラジオチューナー

OTA

…など …など …など

新
機
能
追
加

な
ど

3個のECUでドメインを
超えた部品群を一括

制御可能

電動パワートレイン
含め多くのコア部品を

内製で対応

Teslaの中央集中型E/Eアーキテクチャ

自動車

Samsung

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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EV×自動運転に適したスケートボード型プラットフォームの提案が増加

 近年、完成車OEM・システムサプライヤーの双方から、車体プラットフォームにバッテリーやE-Axle（注1）などのキーコ

ンポーネントを統合した「スケートボード型（注2）」ハードウェア・プラットフォームの提案が増加

 更にセンサーやHPCなども組み込むことで、パワトレからシャシー制御まで標準化の範囲を拡大し、「ソフトとハードの

分離」を加速させる方向か

「ソフトとハードの分離」と相性が良いスケートボード型プラットフォーム

スケートボード型プラットフォーム

クラウド/バックエンド（PaaS）

ビークルOS

機能/ソフトウェア

OTA

ソフト

ハード

HPCセンサーE-Axle ブレーキ
ステア
リング

サスペン
ション

（注1）E-Axle :モーター、インバーター、ギアを統合した機電一体の電気駆動ユニット
（注2）EVの「走る・曲がる・止まる」ための主要な機能を車輪部などに集約し、バッテリーはフロア下に敷き詰めた車台プラットフォーム。外観がスケートボードに似ていることに由来
（出所）各社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

プラットフォームに統合することで
標準化の範囲を拡大

コンポーネント
単位でも標準化

が進展？

無人電動シャトルの提案
（EV×自動運転L4）

自動車

＜増加するスケートボード型プラットフォーム＞

完成車OEMによる
内製および外販

システムサプライヤー
によるワンストップ供給

MEB BEV3 …など

BEDS 2.0 IDDC …など

連携or 競合

製品名

製品名

GMVW
(Volkswagen)

ZF
Bosch

Benteler

トヨタ Bosch

ZF Continental

Bosch IoT

Shuttle
e-Palette

CUbEe.GO Mover

各社の提案する電動無人シャトル

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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自動運転システム・ロボットタクシー開発における水平分業的アプローチ

自動車

 自動運転システムやロボットタクシーなど移動サービスの開発に注力するテクノロジー企業は、ソフトウェア、アルゴリ

ズム及びサービス・プラットフォーム開発などで先行する一方、ハードウェアや車両製造技術のノウハウ不足が課題

― 車両製造技術を持つ企業との連携により、不足するノウハウの補完を図ることが必要に

 テクノロジー企業と既存プレイヤーは相互補完的な関係を構築可能な一方、主導権を巡る競合が発生する可能性も

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

テクノロジー企業と既存プレイヤーの連携

自動運転システム
（ソフトウェア・アルゴリズム）

サービス・プラットフォーム
（ロボットタクシー事業）

車両開発・製造・供給

センサー

システムインテグレーション
（自動運転システムと車両の統合）

半導体・プロセッサ

既存プレイヤー

共同開発

【完成車OEM/システムサプライヤー】

全
体
プ
ロ
セ
ス
の
デ
ザ
イ
ン

テクノロジー企業

完成車OEM

連携or競合？

テクノロジー企業チップメーカー

Nvidia、Intel、Mobileye Waymo、Cruise、Argo AI、Pony.ai、Uber、EasyMile …など

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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自動運転システム開発はテクノロジー企業への依存が進む

テクノロジー企業が主導 （Waymo） 既存プレイヤーが主導 （Cruise、Argo AI）

（出所）各社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

自動車

Waymo Driver
自動運転

プラットフォーム

Waymo One
ロボットタクシー
サービス事業

Waymo製造拠点
（米国・ミシガン州デトロイト）

Magna

車両提供

自動運転車に改造

自動運転車供給

システムインテグ
レーションをサポート

出
資

企業価値：70億ドル

10億ドル
出資

26億ドル
出資

現金10億ドル＋Audi傘下自動
運転技術開発子会社の譲渡

自動運転システム開発

両社で過半数を出資

 自動運転技術の開発をテクノロジー企業に依
存しつつも、支配権は獲得

 VW・Fordの共同出資とすることで、先行R&D

負担の按分と、スケールメリットによる早期の
投資回収を狙う

GM ホンダ

自動運転
システム開発

ロボットタクシー
サービス事業

100%買収後
増資により

希薄化

7.5億ドル出資
（5.7%/第3位）

車両提供

電動無人シャトル「Origin」開発

 Cruiseは、GMの子会社として事業・技術の開
発を進めつつ、外部の資本も受け入れること
で、膨大な先行R&D費用を調達

 戦略パートナー（ホンダ）の資本参加を受け入
れることで、スケールメリットを追求

 自動運転システムの開発を完成車OEMが単独で行うことは困難となっており、先端技術や人材を有するテクノロジー

企業との連携が加速する傾向

 連携の形は、Alphabet （Google）傘下のWaymoのようにテクノロジー企業が主導して取り組むケースと、完成車

OEMがテクノロジー企業を買収することで主導権を握るケースの双方が存在

VW Ford

Waymo

Cruise

Argo AI

FCA   Jaguar   Volvo

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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ソフトウェア・ファーストがもたらすサプライチェーンの水平分業化

ソフトウェア・ファーストが迫るサプライチェーンの水平分業化

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

自動車

ソフトやハードの専門プレイヤーが完成車OEMへ
直接納入する水平分業化が進展する可能性

完成車OEM 完成車OEM

ビークルOS

完成車OEM 完成車OEM

ビークルOS

ソフトウェア
ベンダー

ソフトウェア
ベンダー

ソフトウェア
ベンダー

ソフトウェア
ベンダー

ソフトウェア
ベンダー

ソフトウェア
ベンダー

PaaS（クラウド）

ハード専門
サプライヤー

ハード専門
サプライヤー

ハード専門
サプライヤー

標準規格・車両適合 開発ツール・基盤

デバイス・コンポーネント、センサー、コンピューター（プロセッサー）など供給

ADAS、自動運転システム、インフォテインメント、モビリティサービス…など

 ビークルOSの普及やPaaSの利用によって、完成車OEMとTier1システムサプライヤーによる「すり合わせ」が不要と

なることから、サプライチェーンにも「ソフトとハードの分離」がもたらされる

― すり合わせを伴う「ソフトとハードの一体開発」を前提とした従来の垂直統合型サプライチェーンは競争力を失い、

ソフトやハードの専門プレイヤーが完成車OEMへ直接納入する水平分業化が進展する可能性

ビークルOSやPaaSの存在により「すり合わせ」が不要に
→サプライチェーンも「ソフトとハードが分離」

ソフト

ハード

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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クルマの「端末化」と「標準プラットフォーム」

 ソフトとハードの分離をベースとするクルマのアーキテクチャの変化は、クルマを「端末化」させ、ブランドやメーカーを

跨ぐソフト・サービス・ハードの「標準プラットフォーム」構築を進展させる可能性

― ハードとしてのクルマは、ソフトによって実現される機能やクラウド経由で提供されるサービスの入れモノに

― 標準プラットフォームの利用により、ソフト・サービス・ハードの開発と提供が効率的に

クルマの端末化と標準プラットフォーム

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

ソフトウェア・プラットフォームPaaS

ブランド・モデル毎の差別化を実現する機能・サービスの円滑な実装

ファンクション／ソフトウェア
モビリティ
サービス

都市、家電、
住宅…など

新たな
差別化領域

自動車

クルマの「端末化」

「標準プラットフォーム」の構築

ソフトやサービスがブランド・モデルの個
性演出と差別化の要素となり、ハードと
してのクルマは価値提供のための入れ
モノに

ブランドやメーカーを跨いだ標準プラット
フォーム（ソフトウェア・プラットフォーム、
サービス・プラットフォーム、ハードウェ
ア・プラットフォームの総称）の構築が進
展し、ソフト・サービス・ハードの開発と
提供が効率的に

車両インテグレーションのための標準基盤、SDK、オープンAPIなど提供

ハードウェア・プラットフォーム

車両
車体外装キャビンシステム

ビークルOS

サービス・プラットフォーム

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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現実化するクルマの「スマホ化」

 クルマの端末化や標準プラットフォームを核とする開発・製造の進展は、「プラットフォームを通じた価値提供」「標準品

の柔軟なパーソナライズ」 「水平分業化したサプライチェーン」というクルマの「スマホ化」を招く可能性

 クルマが「スマホ化」した世界においては、完成車OEMとして新たな付加価値領域を再定義し、それに応じてビジネス

モデルを転換することが必要に

自動車

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

完成車OEMは付加価値領域の再定義とビジネスモデルの転換が求められる

「スマホ化」と自動車業界に与える影響

従来のクルマ 自動車業界に与える影響

車両（ハード）に
依拠した価値提供
〈スタンドアローン〉
〈ソフト・サービス・

ハードは一体〉

プラットフォームを
通じた価値提供

ハードの納入いかんを問わず
自社ソフト・サービスのスケー
ル化が可能となり、勝者総取り

の世界となる可能性？

多数のモデルと
ブランド

〈低頻度かつ高コスト
のモデルチェンジ〉
〈ハードの作り分け〉

標準品の柔軟な
パーソナライズ

標準品の活用による「乗車体
験」の創出が重視され、従来の
クルマの製造技術・作り分けは

付加価値を失う可能性？

垂直統合的な
サプライチェーン

〈ピラミッド構造〉
〈クローズド〉

〈オーダーメイド〉

水平分業化した
サプライチェーン

複雑なハードの知見を背景に
垂直統合型のサプライチェーン
を構築してきた既存プレイヤー
の強みが消失する可能性？

クルマのスマホ化

クルマは価値提供のための
入れモノに（端末化）

ソフト・ハード・サービスの
標準プラットフォームを

核とする開発・製造

ソフトのアップデートによる
機能追加・パーソナライズ

ブランド・モデルの個性演出
と差別化はソフトとサービス

で実現

①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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スマホ業界のビジネスモデル比較

PaaS

アプリ

ソフト

OS

ハード

 自社でiOSを開発
 OSはiPhoneの付加価値向上を企

図したものであり、外販は志向せず

 ファブレス化を実現
 EMS利用率100%

 自社でのアプリ開発に加え、開発
環境・ツールを提供し、アプリ開発
者からもフィーを収受

Apple

 ハード事業は小

 Android OSを自社開発し、他社に
無償提供することで、デファクト化

 自社でのアプリ開発に加え、開発
環境・ツールを提供し、アプリ開発
者からもフィーを収受

Android

 組立、部品共に内製が中心
 EMS利用は僅少

ビジネスモデル
（収益獲得のポイント）

OSの内製とファブレス化 OSの外部供給・デファクト化外部OSの活用とハードの内製

 OSはAndroidを採用
 Androidベースでアプリを提供する

ことで、自社の注力領域であるハー
ドの製造にリソースを集中

Samsung

営業利益率 24.6% -8.6%

（注）営業利益率はFY2019実績値。Appleは全社ベース、SamsungはIT&Mobile Communicationセグメントの値
（出所）各社IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

スマホ業界における主要3社のビジネスモデル比較

 スマホ業界のApple／Samsung／Androidは、注力領域をどこに置くかによって、異なるビジネスモデルを展開

― ハードの仕様・デザインのみを手掛け、製造をEMSに委託し、OSやアプリによる付加価値向上を図るAppleと、OS

やアプリ開発を外部に依存しながらハードの製造に注力するSamsungとの間には、利益率に大きな差がある状況

― 他方、AndroidはOSの無償提供を梃に、アプリ開発での収益拡大を狙う戦略を展開

自動車 ①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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魅力的な標準プラットフォームはモノづくりの知見から生まれる

 ソフトウェア・ファーストのクルマ作り、及びそれを支える標準プラットフォーム化の進展は、ハードウェアとしてのクルマ

そのものと車両組立機能の付加価値低下を招く可能性

 他方、クルマが高い安全性を要求される複雑かつ巨大なハードウェアであることに変わりなく、ソフト・サービスの円滑

な実装を可能とする標準プラットフォームの構築は、自動車製造（モノづくり）への深い知見が必要不可欠

標準プラットフォームの構築に欠かせない自動車製造の知見

クルマ＝高い安全性が要求される複雑かつ巨大なハードウェア
〈スマホと比べてハードに要求される製造技術レベルが桁違いに高い〉

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

ハードウェア・プラットフォーム

ソフトウェア・プラットフォーム サービス・プラットフォーム

密接な連携
が不可欠

ソフトウェア・サービスの標準プラットフォームは、
ハードウェアとの精密かつ円滑な適合を担保することが必要

「クルマが実際にどう動くか」「ユーザーの使い勝手をどう
良くするか」など、自動車製造・組立の深い知見に基づく
標準プラットフォームの構築が不可欠

高い柔軟性と拡張性の確保、及びコスト効率を最大化する
ハードウェア・プラットフォームの構築が必要

「固定領域と可変領域の設定の見極め」「標準品活用の
最大化」など、ハードウェア・プラットフォーム構築には自
動車製造・組立の深い知見が不可欠

ハードウェアとしてのクルマそのものと最終組立工程の付加価値は低下する懸念はあるものの、ソフト・サービス・ハードの開発を支える
標準プラットフォームの構築において、モノづくりの知見は引き続き競争優位性を発揮すると考えられる

自動車 ①クルマのスマホ化と産業構造の変化
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Volkswagen（VW）①：ID.シリーズ投入 － 革新を追求するも道半ば

 VWは、2020年9月納車開始予定の新型EV「ID.シリーズ」に、中央集中型E/Eアーキテクチャを導入する計画

― クルマのアーキテクチャを「スマホ化」することを明確に企図しており、「VW.OS」「VW Automotive Cloud」「MEB」
を用いて、ソフト・サービス・ハードの標準プラットフォーム化を推進

 他方、エンジニア不足などでVW.OSの開発が難航し、ID.3の納車開始時期の延期や一部ソフトの搭載遅延が発生

「スマホ化」を目指すVW

中央集中型E/Eアーキテクチャ、ビークルOS、PaaS、ハードウェア・プラットフォームによる標準化戦略

ビークルOS

ファンクション／ソフトウェア
はサードパーティとの連携も

（出所）会社HP、IR資料、各種報道資料より、みずほ銀行産業調査部作成（左図はVolkswagen社IR資料より転載）

VWは標準プラットフォーム
の構築・提供に注力

現状は「コスト削減」に主眼
将来は「プラットフォーム」の

外部供給を目指す？

自動車

サービス・プラットフォーム

ID.3にEnd-to-End Electronic (E3) Architecture

を導入し、「ソフトとハードの分離」、「ハードの集約」
「コスト削減」などを実現

ハードウェア・
プラットフォーム

MEB

②完成車OEMの新たなビジネスモデル
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VW②：組織面でもソフトとハードを分離

 VWはソフトとハードの双方で「内製」の強化を進めており、新たな独立ユニットとして「Car.Software」と「Volkswagen 

Group Components」を設立し、グループ全体の内製機能をブランドを跨いで集約・共通化する方針

 クルマのアーキテクチャの変革とともに、組織上も「ソフトとハードを分離」する体制を構築

― 特に「ソフトウェア・カンパニー」になることを目標に掲げるなど、ソフトの内製強化を重視した戦略を展望

「ソフトとハードを分離」するVWの組織体制

Car.Software Volkswagen Group Components

E3 architecture

/platform

Processes, 

methods & tools

Portfolio & 

requirements 

management

Integration

C
ro

s
s

-s
e

c
tio

n
a

l fu
n

c
tio

n
s

Functional products clusters

Connected 

car platform

Infotainment 

& comfort

Autonomous 

driving

Vehicle 

motion

Mobility 

services

〈2025年目標〉
ソフトウェアエンジニアを1万人まで拡大

ソフトウェア内製比率を現状の10%から60%へ
インフォテインメントの標準化で€0.5bnのコスト削減

グループ外OEM グループ外OEM

（出所）会社HP、IR資料、各種報道資料より、みずほ銀行産業調査部作成

Engine & 

foundry

Gearboxes & 

E-Drive

Chassis & 

Battery 

System

Battery Cell Seats

5つの事業領域

生産拠点48カ所、従業員7.5万人で構成
LiBセル含め、MEB向けキーコンポーネント・ユニットの内製を担当

2025年までに€2bnのコスト節約を目指す
2023年までに累計€3.8bnを電動車関連に投資

内製機能を「ソフトとハードに分離」して統合

ソフト
内製機能

ハード
内製機能

ライセンス
フィー

ソフトウェア
プラットフォーム

／サービス

将来的に
外販展望？

部品・ユニット
供給

購入代金
ブランドを跨ぐ
共通化進展

将来的に
外販展望？

自動車

VW Audi Porsche Skoda Seat

②完成車OEMの新たなビジネスモデル
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Arene

トヨタ①：標準プラットフォーム戦略 － AreneとMSPF

 トヨタは、「Arene」「MSPF」というソフトウェア開発及びサービスの標準プラットフォームを構築

― オープン性を重視し、多様なサードパーティの参加を重視するほか、主要な系列サプライヤーとも連携

― eTNGAの開発やe-Paletteに代表されるMaaS専用車両の開発など、ハードの標準プラットフォーム化も促進

 Arene OSにより、ハードの違いに拠らずソフトを正しく動作させることが可能となり、「ソフトとハードの分離」を実現

（注1）2021年1月に組織を再編し、持株会社Woven Planet傘下のWoven AlphaにおいてAreneを含む新領域事業の拡大推進、Woven COREにて自動運転の開発を行う体制に移行予定
（注2）MSPF : Mobility Service Platform、（注3）eTNGA : e Toyota New Global Architecture

（出所）会社HPより、みずほ銀行産業調査部作成

トヨタが構築する標準プラットフォーム戦略

自動車

TRI-AD （注1） トヨタ
トヨタ

コネクティッド

Arene OS

eTNGA（注3）

Microsoft

MSPF（注2）

スマホ向けアプリ開発環境のクルマ版

開発 開発

デンソー
アイシン 子会社 子会社出資 出資

J-QuAD

DYNAMICS

BluE Nexus

出資

ソフトベンダー
サプライヤー

ソフトベンダー
サプライヤー

ソフトベンダー
サプライヤー

・・・

アプリケーションSDK

シミュレーション・テスト
インフラサービス

ミドルウェア HAL

簡
単
か
つ
短
期
間
で
開
発
可
能

実
車
へ
の
実
装
も
容
易
に

統合ECU向け
ソフトウェア開発

Areneで検証されたソフトは
ハードの違いに拠らず正しく動作

ソ
フ
ト
と

ハ
ー
ド
の
分
離

連携

保険
カーシェア
ライドシェア
レンタカー
タクシー

ロジスティクス
リテール
自治体

オープン
API

電動パワトレ
ユニット供給？

テレマティクス保険、フレキシブルリース
Smart Key Box/TransLog、

フリート向け車両管理
交通情報・車両データ活用

データ蓄積、サービス配信、OTA

サービス・
プラットフォーム

ソフトウェア・
プラットフォーム

ハードウェア・
プラットフォーム

e-Palette

アドヴィックス
ジェイテクト

②完成車OEMの新たなビジネスモデル
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トヨタ②：ハードの強みを活かしたソフトウェア・ファースト

（出所）IR資料、会社HPより、みずほ銀行産業調査部作成

 2020年3月のNTTとの業務資本提携発表の際、トヨタは開発の自由度確保と商品力向上のため、ソフトをハードの上
位概念とした上で、ソフトを先行して開発・実装するソフトウェア・ファーストの重要性に言及

 併せて、ソフトが常に最新となることでハードの長期利用が促され、トヨタのハードの強みが活かされる点も強調

― ソフト開発の中枢を担うTRI-ADでも「トヨタ生産方式のソフト開発への応用」を謳い、既存の強みの活用を目指す

ハード

ソフト

Durability

（耐久性）
Parts Availability

（交換部品）

Repairability

（修理のしやすさ）

トヨタが持つハードの強み

マイナーモデル
チェンジ

ソフトの更新
「短期・最新」

クルマはそのまま

フルモデル
チェンジ

ハードの更新
「長期化」

クルマの買い替え

ソフトを
上位概念に

モデルチェンジの
概念も変化

TRI-ADの考え方ソフトウェア・ファーストとハードの強み

TRI-AD
シリコンバレーのアジリティ

×
日本のクラフトマンシップ

自動運転システム

プラットフォーム（Arene）

高精度地図自動生成プラットフォーム

デザインシステム（UI／UX）

トヨタ生産方式のプロセスをソフトの
開発にも導入していく

自動車 ②完成車OEMの新たなビジネスモデル
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完成車OEMの新たなビジネスモデルの方向性

自動車産業の新たなバリューチェーン構造に対応したビジネスモデルの検討

自動車

プラットフォームを起点としたビジネスモデルの検討

ブ
ラ
ン
ド
戦
略

車
両
設
計

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
開
発

車
両
組
立

車両販売

ア
フ
タ
ー

サ
ー
ビ
ス

MaaS
都市、家電、住宅、
エネルギー…など

PaaS（ソフトウェア・プラットフォーム、サービス・プラットフォーム）

データ

ビークルOS

インテグレーション

コネクテッド（V2X／OTA）

サービス開発

ハードウェア開発

個別コンポーネント

ハードウェア・プラットフォーム

シャシーシステム キャビンシステム

最終製品のライフサイクルを通じて「稼ぐ」ビジネスモデルを構築

「製造」に依拠したビジネスモデルからの脱却も検討すべきか？

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

＜バリューチェーンの構造変化＞ ＜完成車OEMの新たなビジネスモデルの方向性＞

バリューチェーン横断的なプラットフォームが出現1

最終製品のマネタイズポイントが多様化
バリューチェーンが延伸

2

1

2

 ソフトとハードの分離やコンポーネントのコモディティ化進展により、バリューチェーン横断的なプラットフォームが出現
するほか、最終製品の出口についても、マネタイズポイントの多様化やバリューチェーンの延伸が生じることに

 一方、車両組立の付加価値が相対的に低下する可能性があるため、完成車OEMは「製造」への依拠から脱却し、「プ
ラットフォームを起点としたビジネスモデル」「車両のライフサイクルを通じて継続的に稼ぐビジネスモデル」が必要に

②完成車OEMの新たなビジネスモデル
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ソフトウェアを重視する欧米大手システムサプライヤー

 欧米大手システムサプライヤーは、近年、ソフトウェアにフォーカスした投資を拡大させており、自らMaaS専用車両

（無人電動シャトル）の開発も行うことで、将来のクルマの在り方に関するビジョンを積極的に提示

― 一方で、既存事業の売却やスピンオフも実施しており、事業ポートフォリオのシフトを推進

 IoTカンパニーを目指す独Boschは、プラットフォーマーになり得る特異なポジショニングを志向

主要4社の主な取り組み（Bosch、Continental、ZF、Aptiv）

Bosch Continental ZF Aptiv

スマートシティ、スマートホーム、ス
マートビルディングなどに注力し、ク
ルマはIoT端末の1つに位置づけ

Bosch IoT Suite (PaaS)を構築
IoTソリューション関連事業を

Bosch.IOとして分社化

IoTシャトルのコンセプトを開発
実際の運用まで含めたワンストップの

ビジネスモデルを構想

スターター・オルタネーター事業の
中国企業への売却など

（出所）各社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

ソフトウェア、Electronics、センサー
が売上の7割を占める構造

（除くRubber Group）

中央集中型E/Eアーキテクチャーの
導入に注力し、子会社Elektrobitと

HPCを共同開発

無人電動シャトル「CUbE」を開発
数多くの実証実験に取り組み

電動化を含むパワートレイン事業
全体をスピンオフする計画

「3つのS（センサー、ソフト、サービ
ス）」を戦略の核に位置づけ

インテグレーションに着目し、車両開
発とソフト開発の統合をサポートする

Cooperation Portalを立ち上げ

電動化を含むパワートレイン事業
全体のスピンオフを実施済み

ソフトウェア主導のモビリティサービス
プロバイダーを目指す方針を掲げる

「センサー」、「中央制御ECU」、「イン
テリジェントなメカトロニクス」を三本

の矢に位置づけ

スケートボード型プラットフォーム
「IDDC」の開発と、無人電動シャトル

「eGO Moover」開発への活用

車載コンピューターcubiXの開発に注
力し、ソフト主導のコネクテッドシャシ

機能の強化を進める

Software algorithms、Compute

Platforms、Power/Data 

distributionをコア技術領域に設定

次世代E/EアーキテクチャとしてSVA

（Smart Vehicle Architecture）を
開発

自動運転システム（L4以上）開発を
現代自動車とJV化

自動運転スタートアップnuTonomy

の買収や、Lyftとの協業などにより
ロボットタクシー事業の開発を推進

ボディ制御事業の中国企業への
売却など

自動車 ③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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Bosch①：戦略の核となる3つの「S」とIoTカンパニーへの転換

3つの「S」

センサー ソフトウェア サービス

MEMSセンサーメーカーとして
世界有数の規模

（1995年以来、100億個以上を生産）

約3万人のソフトウェアエンジニア
内1,000名がAI関連に従事

（Boschの全従業員数は40万人超）

自社製品のネットワーク化による
サービスパッケージ開発

Bosch IoT Suite （PaaS）
AI

Boschのビジョン：“世界規模で進む「都市化」へのソリューション提供”

ハードウェアと製造のノウハウ
巨大な製品インストールベース

都市が直面する4つの課題

大気環境 モビリティ

エネルギー 安全性・セキュリティ

スマートシティへの
積極的な投資
（14のPJを展開）

スマートホーム

スマートビルディング

IoTテクノロジーのリーディングカンパニーとしての地位を拡大

1,000万台を超えるセンサー、デバイス、機械をユーザー及びビジネスアプリケーションに接続
Bosch IoT Suiteはモビリティ・スマートシティ・農業といった多様な分野の270件以上のIoTプロジェクトをホスト

（出所）プレスリリース、会社HPより、みずほ銀行産業調査部作成

自動車 ③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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Bosch②：IoTをベースとするビジネスモデルの構築

 Boschは、PaaSにあたるBosch IoT Suiteを核として、モビリティ領域以外を含むIoTソリューションの提供に注力

― IoTソリューション事業をBosch.IOとして分社化、各事業に横串を刺す形の連携体制を構築

 将来的にクルマがIoT端末の1つになることも想定し、将来モビリティとしてBosch IoT Shuttleを発表

― コアユニットから制御システム、MaaSプラットフォームまでBoschが一貫して供給するビジネスモデルを構想

（出所）プレスリリース、会社HPより、みずほ銀行産業調査部作成

BoschのIoTソリューション

Bosch.IO
専門家900名

（AI, IoT, デジタル）

コア製品

Consulting Implementation

Operation

IoTソリューションを提供

モビリティ リテール

エネルギー
ビル
住宅

農業

製造業
家電

消費財

Bosch IoT Shuttle

オープンIoT戦略

（自社IaaS）

全サービスを
利用可能

オンプレミス

一部サービス
を利用可能

デバイス管理ソリューションに強み

車向けコネクテッドサービス専用ミドルウェア
「Bosch Automotive Cloud Suite」を構築

 各種モビリティサービス開発と短期間での市場導入
をサポートするソフトウェアプラットフォーム及び総合
ツールキットを提供（バックエンドサービス）

 他社向けだけでなく、自社製品の開発にも活用

Bosch IoT

Shuttle

Bosch

サービス
プロバイダー

エンドユーザー

サービス供給

車両組立は外部
委託を想定？

自動運転システム
コネクテッド

電動パワートレイン
キャビンシステム

…他

ソフトウェア
プラットフォーム

OTA

メンテナンス

…他

ハードウェアから独立したIoT Gateway Software

を介し、サードパーティ製デバイスも接続可能

自動車

「Bosch IoT Suite」

「Bosch IoT Suite」

Bosch IoT Cloud AWS

Huawei Cloud
Azure

SAP Leonardo

「Bosch IoT Remote Manager」

「Bosch IoT Suite」

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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Bosch③：ソフトウェア・ファーストを意識した組織再編

（出所）プレスリリースより、みずほ銀行産業調査部作成

新組織「Cross-Domain Computing Solutions」の設立

Powertrain Solutions

Chassis Systems Control

Car Multimedia

Automotive Electronics

Electrical Drives

Automotive Aftermarket

Automotive Steering

Connected Mobility Solutions

Bosch eBike Solutions

〈新設〉Cross-Domain Computing Solutions

ソフトウェア開発2021年新設予定

ソフトウェア・電気/電子
エンジニアを集約

従業員1.7万人
20カ国、40拠点以上

Bosch.IO（100%子会社）

従業員2.4万人
14カ国、21工場

Automotive Electronics

2020/4設立

Bosch Automotive Cloud Suite

車載コンピューター、コントロールユニット、
センサーの設計・開発（除く製造）

あらゆるエレクトロニクスの製造
（車載コンピュータ、コントロールユニット、センサー含む）

次世代型E/Eアーキテクチャの構築を目指し、
上記3品目については本部門において開発

エレクトロニクス
製造機能分離

完成車
OEM

部門統合

 Boschはソフトウェア集約型エレクトロニクスの開発が複雑化する中で、個別部門での開発には限界があるとし、部門

横断的な新組織「Cross-Domain Computing Solutions」の設立を発表

― ソフトウェア開発の集約に加え、次世代E/Eアーキテクチャ構築に資する車載コンピュータ等の開発が目的

― エレクトロニクスの製造機能は2020年4月に集約しており、今次再編により組織的にソフトとハードが分離する形に

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

開
発
機
能
集
約

Mobility Solutions Sector

そ
の
他
の
事
業
部
門

連携 連携

エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス
・ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
を

一
元
的
に
供
給
可
能

〈ソフトとハードの分離〉

自動車

Bosch IoT Suite

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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Continental①：HPCを基点としたビジネスモデルの構築

 Continentalは、HPCを中心とした中央集中型E/Eアーキテクチャの構築に注力し、HPCを「Vehicle Server」と位置づ

ける「Service-oriented electronics architecture」を構想（VWの「ID.3」が既に採用）

― HPC開発に際しては、2016年に買収したソフトウェアベンダーElektrobitの技術・開発力を活用

― ソフト・サービスのHPCへの実装をサポートするシステムインテグレーション機能の強化にも注力

（出所）会社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

自動車

VWへのHPC供給

VWは、VW.OSを搭載する新型EV「ID.3」に、Continental製の
HPCである「ICAS1（in-car application server）」を採用

ICAS1

（HPC）
ICAS1

（HPC）
ICAS1

（HPC）
ICAS1

（HPC）

VW.OS

ソフトウェア

VW.OS

ソフトウェア

VW.OS

ソフトウェア

VW.OS

ソフトウェア ・・・

クラウド/バックエンド（PaaS）

ゲートウェイ機能

車体制御ドメイン機能

ハードウェア

OTAアップデート

将来的には
2～3台のHPC

に集約

Cooperation Portalの立ち上げ

ソフトウェア
ベンダー

ソフトウェア
ベンダー

ソフトウェア
ベンダー

ソフトウェア
ベンダー

車両開発
（完成車OEM）

HPC

Continental

Cooperation Portal

（クラウド）

車両開発とソフト
ウェア開発の統合
を自動化・標準化
するオンライン
プラットフォーム

様
々
な
プ
ロ
バ
イ
ダ
ー
の
ソ
フ
ト
・

サ
ー
ビ
ス
をH

P
C

に
実
装
す
る

シ
ス
テ
ム
イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン
機
能

Continental

Elektrobit

Continental

Elektrobit

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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無人電動シャトル

CUbE

Continental②：スマートシティとの連携 － CUｂEをプラットフォームに

 Continentalは、2017年に買収したQuantum Inventionsの技術も活用し、スマートシティとの連携に注力

― 無人電動シャトル「CUbE」をモビリティサービス提供のプラットフォーム／端末と位置付け、移動目的層（小売など）

や自治体、交通インフラと連携したエコシステム創出を志向し、モビリティ以外の領域への拡大を展望

 2019年には、独Hamburg市と提携し、共同でITSプロジェクトに取り組むことに合意

「CUbE」をサービス・プラットフォームとするエコシステム構築

Cloud

歩行者自転車e-Scooterクルマ ・・・

V2X
IVI / HMI

シャシー

パワトレ

センサー

HPC

データ

サービス・ソリューション開発

道路利用者

エンドユーザー

モビリティ・
サービス提供

道路情報
Social

events

小売店
外食など

フリート
情報

・・・

都市情報

データ
OTA

配信
データ

ソフトウェア開発ベンダー

サービスプロバイダー

独
Hamburg市

提携

Car sharing

Key sharing

Intelligent Navigation

Fleet management

Road safety

Searching parking space

…など

自動車

（出所）会社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

Continental

Quantum

Inventions

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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ZF製
コンポーネント

ZF①：「ソフトウェア主導のモビリティサービスプロバイダー」を目指す

 2019年12月、ZFは「ソフトウェア主導のモビリティサービスプロバイダー」への進化を目的に、Microsoftと提携

― ソフトウェア開発のスピードと品質をIT企業並みの水準まで高め、ソフトウェア・ファーストの体制構築を目指す

 ソフトウェア主導のコネクテッドシャシ機能の1つとして、車両挙動を中央制御する「cubiX」の開発を進める

― cubiXはサードパーティ製コンポーネントもサポート可能であり、メカからソフトへのシフトを展望か

ソフトウェア主導のモビリティサービスプロバイダーを目指すZFとMicrosoftの連携

Azure

電動パワステ

アクティブ・リヤステアリング

アクティブ・ダンピング（sMOTION）

統合ブレーキコントロール

ドライブラインコントロール

cubiX

車両全体のセンサーの情報を集約し、
シャシ・ステアリング・ブレーキ・駆動を

最適に統合制御

クラウド
開発ツール

統
合
制
御

完成車OEM

サードパーティ製
コンポーネント

ソフトとハードの開発を
分離することで、迅速な

ソフトの更新が可能

ソフトのみをスケールさ
せるビジネスモデル構築

も視野に？

ソフト単位で
提供

システムで
提供

自動車

（出所）会社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

Microsoft ZF

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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ZF②：e.GO Moverを活用したモビリティ・ソリューション開発

ZF

ZFと独ベンチャーe.GoのJV

自動運転コネクテッド電動シャトル
「e.GO Mover」を供給

監視システム、コネクテッドインフラ、
顧客向けアプリケーション

 ZFは、SEE（センサー）・THINK（HPC）・ACT（インテリジェントなメカトロニクス）戦略を中核に掲げ、メカとソフトを1つ

のプラットフォームに統合したIDDC（Integrated Dynamic Driving Chassis）を開発

 IDDCをベースとした無人電動シャトルの開発・生産をスタートアップと共同で手掛け、交通オペレーターとも協業する

ことで、実際の移動サービス提供までを見据えたワンストップのビジネスモデルを構想

Autonomous

Transport System

車両製造

1つのプラット
フォームに統合

IDDCプラット
フォーム

（出所）会社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

自動車

無人電動シャトルを活用したビジネスモデル

交通オペレーター

エンドユーザー

センサーセット
ミリ波レーダー
LiDAR、カメラ

ZF ProAI
HPC

E-Axle

ステアリング
ブレーキ

SEE THINK ACT

e.GO

MOOVE Transdev

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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Aptiv ：ソフトウェア・ファーストを意識した戦略の構築

Aptivの考えるソフトウェア・ファースト 多様なパートナーシップの活用

（出所）会社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

Applications

Middleware

OS

Hardware

abstraction

Compute

Data/Power distribution

センサー、アクチュエーター

SaaS/SaaP

Software services layer & framework

Mixed criticality middleware

Integrated operating system

Vehicle integration and validation

Platform integration and tooling

Aptiv、
OEM、サードパーティ

SVA platform & 

System integration

PaaS

SDK

技術ラインセンス

OTA/Digital twin

既存コア技術領域

Aptivは「Brain」と「Nervous」の両方を有する唯一のプレイヤー
次世代E/Eアーキテクチャ「SVA」導入により、自動車製造のTCOを大幅に削減することを提案

TCO削減効果

System integration

& Testing cost

Weight and Packaging 

space for compute

Labor savings to install 

electrical distribution

Software warranty

cost

SKU reduction

Reduction in wire 

harness weight

Factory floor space 

reduction for electrical 

architecture installation

Elimination of model 

year updates

75%

25%

50%

75%

20%

20%

20%

100%

Aptiv
現代自動車
グループ

JV
【EV：$4bn】

50%50%現物出資

技術・知財権
技術者

技術センター

現金$1.6bn

現物出資

R&D、エンジニ
アリング機能

知財権

L4/5自動運運転プラットフォーム開発に特化
2022年の商用化を計画（OEM/フリート業者向）

現代自動車グループとのJV設立

Lyftとの協業（ロボットタクシー）

Lyft

米ラスベガスでロボットタク
シーのPilot project実施

（BMWの車両を使用）

 Aptivは、ソフトウェア・ファーストの次世代アーキテクチャ「SVA」を開発し、自動車製造のTCOの大幅削減を提案

― SVAをベースとしたシステムインテグレーション機能に注力していく戦略を展望

 一方、膨大な先行投資を擁する分野については、他社とのパートナーシップも積極的に活用

― L4/5自動運転システム開発のJV化（現代自グループ）、ロボットタクシー事業の共同開発（Lyft）などを実施

自動車

Aptiv

Aptiv

Aptiv

NuTonomy

【$450mで買収】

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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Samsung傘下のHarmanの戦略 － プラットフォームの構築を目指す

 2017年にSamsungが買収したHarmanは、コネクテッドを最注力分野に位置づけ、完成車OEMの各種アプリケーショ

ン・サービスの開発や運用、アップデートなどをサポートするHarman Ignite Platform（PaaS）を提供

 親会社Samsungとは、TCUや5G通信などコネクテッド・V2X分野、及びディスプレイなどで連携を強化

― 中長期的には、スマートホームやスマート家電、スマートシティなどモビリティ以外の領域へ連携を広げる戦略か

自動車

（出所）会社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

Harmanのプラットフォームビジネス

SamsungHarman

完成車OEM

Harman Ignite Platform

Application/Device management

Content personalization

OTA/V2X solutions

Vehicle health & diagnostics

…など

Samsungとの連携

Spotify

連携

…など

連携

アプリ統合
他デバイスと同期

自社開発アプリ
/サービス

Harman製
コンポーネント

サードパーティ製
コンポーネント

 オーダーメイドのサービスプラットフォームを開発・提供（ナビ
ゲーション、インフォテイメントなど）

 継続的なアップデート・モニタリング・メンテナンス機能提供

共同開発

〈5G通信〉

〈TCU〉

〈アンテナ〉
（IoT Platform）

Samsung 

SmartThings

Harman Ignite 

Platform

〈ディスプレイ〉

モビリティ スマートホーム

スマート家電

スマートシティ

連携

AWS

Azure

PaaS

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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日立製作所①：メガサプライヤー化とLumadaを活用したビジネスモデル転換

 日立製作所は、傘下の自動車部品サプライヤー日立オートモティブシステムズの組織再編や事業の選択と集中、更

にはケーヒン・ショーワ・日信工業との経営統合により、グローバルで戦えるメガサプライヤーを目指す戦略を推進

 当面は従来型の自動車部品ビジネスを継続する一方、Lumadaを核とした日立製作所のITリソースの活用領域を拡

大していくことで、中長期的には「ソフト」にフォーカスしたビジネスモデルへの転換が進む可能性

自動車

日立オートモティブシステムズの事業体制再編

組織再編後（2019/3）の事業部体制

（出所）会社HP、IR資料より、みずほ銀行産業調査部作成

ソフトウェア事業部【新設】

パワートレイン&セーフティシステム事業部

AD/ADAS xEV ICE

シャシー事業部

ブレーキ ステアリング

プロペラシャフト サスペンション

（xEV, ICE）

（シャシー）

（シャシー）

（シャシー）

（ソフトウェア）

経
営
統
合

買
収

買
収

33.4%出資

バッテリー
事業

商用車用
油圧パワステ

事業 （コックピット）

売却 売却 売却

日立製作所が
売却

Lumada （PaaS）

Lumadaを活用したビジネスモデル

アプリケーションサービス

ドライブサービス インテリジェントサービス

渋滞情報、最適ルート、地図
ソフト提供、故障診断、
運転診断、安全支援

コネクテッド基盤サービス

OTAソフト更新 セキュリティ 車両データ管理 リモート操作

ECU

センサー

コンポ

ECU

センサー

コンポ

ECU

センサー

コンポ

セントラルゲートウェイ

サードパーティ
製品

ソフト・ITソリューションをスケールさせる戦略？

日立オートモティブシステムズ ホンダ

日立オートモティブ
システムズ

seneos

ケーヒン

ショーワ

日信工業

Chassis Brakes

International

クラリオン

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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日立製作所②：Lumadaを通じて社会イノベーション事業の拡大を企図

日立製作所：Lumada事業の概要

（注）FY2019決算発表時にLumada事業の新定義を発表。コア事業：デジタルソリューション事業（顧客データをAI・アナリティクス活用により価値に変換し、顧客の経営指標改善、課題解
決を図るサービス事業）、関連事業：コア事業とのシナジーが期待される、OT・プロダクトを中心とした先進的な製品・システム事業と再定義し、SI事業の計上を廃止

（出所）IR資料、会社HP、各種報道より、みずほ銀行産業調査部作成

顧客企業
（含む日立G）

リスク低減

コスト見える化
最適化

SIフィー
コンサルティングフィー

PF利用料（従量課金）？
ソフトウェア販売料

売上向上
 インフラ構築からアプリ

ケーション開発までカ
バーするコンサル・SI

 クラウド基盤上での開
発環境、ソリューション
パッケージ（PaaS）

 ソフトウェア販売

OT/IT

データ
データ活用

日立エンタープライズ
クラウドサービス

日立自社クラウド
（プライベートクラウド）

IaaS

イ
ン
フ
ラ
提
供

顧客・パートナーとの協創

業種・業務ノウハウ

プラットフォーム製品とテクノロジー

 ソリューションやアプリケーション開発環境
をパッケージ化し、クラウド基盤上で提供

 ソリューションやユースケースを凝縮・蓄積

 顧客との対話を通じた課題抽出、仮説構築、
検証、ソリューション提供

NEXPERIENCE

Lumada Solution HubLumada IoT Platform

 日立のLumadaとは、顧客との「協創」により、データ利活用を核としたデジタルソリューションを提供する枠組

― 個別SIをベースに事業を立ち上げる一方、蓄積されたソリューションをパッケージ化（標準化）し、最小限のカスタマ
イズで拡販することを企図

― ITのみならず、日立グループが保有するOTへのケイパビリティも差別化要因

（億円） FY2019

売上収益（注） 10,370

コア事業 5,930

関連事業 4,440

Lumada事業規模

自動車

Lumada

AWS

Azure

③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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想定されるTier1システムサプライヤーの新たなビジネスモデル

 「ソフトとハードの分離」が進む中で、システムサプライヤーとしての付加価値を維持するためには、ソフトウェア開発能

力の強化に加え、インテグレーション機能提供による追加的な収益源の創出が必要と考えられる

― 当面はハードウェアも重要な収益源であり、ソフト・インテグレーションとセットでの拡販を狙うことが不可欠か

― PaaSやデータを収益源とする選択肢もあり得るものの、対応可能なプレイヤーは極めて限定的と想定される

「ソフトとハードの分離」に対応したビジネスモデルの検討

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

シャシーシステム キャビンシステム

HPC

コンポーネント

パワトレ ブレーキ ステアリング

HPC

通信モジュール

コンポーネント

インテリア シート 電子機器

ソフトウェア ソフトウェア

PaaS／データ（クラウド）

センサー、アクチュエーター HMI、センサー

完成車
OEM

継続的アップデート・機能追加

イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

イ
ン
テ
グ
レ
ー
シ
ョ
ン

パ
ッ
ケ
ー
ジ
化

PaaS利用フィー

ソフトウェア利用フィー

ソフトウェア更新フィー

インテグレーション
に対するフィー

センサー、HPCなど
ハード購入代金

リカーリングビジネス

コモディティ化
プレイヤーの集約

サードパーティ製品を購入

自動車 ③サプライヤーの新たなビジネスモデル
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完成車OEMが注力すべき領域とサプライヤー － ファブレス化もあり得るか

OEMのファブレス化可能性

設計・開発、ブランド戦略

「どんなクルマを作りたいか？」
「ソフトでどんな価値を提供するか？」

上流の全体システム設計・生産計画
UXを最大化するデザイン
ブランド毎の「個性」の表現

【OEMが注力すべき領域】

プラットフォーム
開発・運用

ビークルOS

PaaS

エンドユーザー スマートシティ スマートホーム スマート家電

データ

開発委託

生産委託

ソフトウェア

コンポーネント

センサー
アクチュエーター

車載
コンピューター

インテグレーション

【システムサプライヤー＋専門プレイヤー】

【専門プレイヤー】

車
両
最
終
組
立

各OEMの機能を
分離・集約？

プレイヤーの集約と大規模化
（システムサプライヤーやOEMの

内製機能も吸収？）

OEMプラットフォーマー その他プラットフォーマー

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

競
合
？

 水平分業化が進むサプライチェーンにおいて、完成車OEMは「設計・開発、ブランド戦略」にリソースを集中し、ファブ

レス化を進めることが成長と高マージンの実現に資する可能性

― 新車販売市場の成長鈍化を前提とすれば、OEM間の車両組立機能の再編・統合による効率化が重要に

 他方、PaaSやOSの開発力を有する一部の「プラットフォーマー」の間で、新たな競合関係が発生する可能性も

自動車 ④日本企業の打ち手
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完成車OEMの戦略方向性①：「プラットフォーマー」を目指す戦い

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

「プラットフォーマー」を目指す戦い － 完成車OEM／GAFA／中国

ビークルOS/PaaSを内製するOEM

完成車OEM
ソフトウェア・プラットフォーム
サービス・プラットフォーム

Incar領域へ進出するテクノロジー企業

GAFA
後付け自動運転システム

プラットフォーム

その他の
OEM

囲い込みを
狙う？

「Android型」への
ビジネスモデル転換？

中国独自プラットフォームの形成

競合？

連携？

連携？

現状はコスト
削減と開発効
率化が目的

BAT 中国政府／OEM

連携？

3つの想定オプション

① プラットフォーマーと連携
② 新たな陣営の創出
③ 独自路線追求（Tesla型？）

 ビークルOS/PaaSの内製を進める完成車OEMは、現状、コスト削減や開発効率化を目的としているものの、将来的

には「プラットフォーマー」として、スマホにおけるAndroid型のビジネスモデルを構築することも可能か

― 同様に、GAFAの一部やBATを中心とした中国も「プラットフォーマー」を目指す戦略を展開する可能性

 他のOEMは、「プラットフォーマーとの連携」「新たな陣営の創出」「独自路線追求」のいずれかを迫られる形に

連携の可能性？

自動車

内製化と
クローズ化

Apple型？

Tesla

④日本企業の打ち手
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完成車OEMの戦略方向性② － パートナーシップ活用による陣営創出

 ビークルOSを軸とした大手OEMによる陣営化進展に対し、他の完成車OEMは、陣営の一員として標準化の恩恵を

受けつつ差別化領域への注力を進めるか、あるいは他社と連携して新たな陣営を創出するかの選択が必要に

 新たな陣営創出においては、OEM同士の連携のみならず、IT領域に強みを持つプレイヤーとの協業が不可欠か

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

「新たな陣営創出」に向けたパートナーシップ

完成車
OEM

新設会社
（車両組立専門）

その他
完成車OEM

その他
完成車OEM

「協調領域」として車両組立機能を統合？

プラットフォーム

ビークルOSPaaS

「協調領域」として共同開発・利用？

Tier1システム
サプライヤー機能

コンポーネント
サプライヤー機能

対
抗
軸
？

連携

各機能の分離・独立、
及び他社との統合による

規模拡大が必要に？

「競争領域」となる
自社ブランドの個性
を体現するUXの

演出・デザインや、
車両全体のシステム

設計・開発に集中

最終製品（ハード
ウェア）の魅力を
高めることに集中

陣
営
の

構
築

自動車

OEMプラット
フォーマー

④日本企業の打ち手

プラットフォーマー
（IT領域に強みを持つ

サプライヤー等）
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サプライヤーの戦略方向性① － 規模拡大に向けた合従連衡が不可欠

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 付加価値の中心となるソフト開発においては、HPCでの統合制御が必要となり、より高度かつ広範囲の設計・開発能

力が要求されることから、エンジニアの確保も含め、プレイヤー間の合従連衡が必要になる

 他方、「ソフトとハードの分離」と、それに伴う「ソフトの付加価値増大（ソフトウェア・ファースト）」は、クルマを構成する

各コンポーネントをコモディティ化させ、「標準品を安く大量に安定して供給できる」プレイヤーが優位性を持つことに

規模拡大が求められるサプライヤー

OEM

システム
サプライヤー

システム
サプライヤー

コンポーネント
サプライヤー

コンポーネント
サプライヤー

コンポーネント
サプライヤー

すり合わせ・少量多品種

すり合わせ
ソフト・ハード一体

すり合わせ
ソフト・ハード一体

 OEM毎に異なる部品・規格
 多数のモデル・バリエーション

OEM

HPC

シャシーPF

キャビン

OEM

HPC

シャシーPF

キャビン

OEM

HPC

シャシーPF

キャビン

標準化・共通化

コンポーネント
サプライヤー

システム
サプライヤー

サプライヤーの統合・
再編が必要に？

高度かつ広範囲の
統合制御ソフトウェア

標準品を安く大量に
安定して供給

スケールメリット享受
によるコスト低減・

マージン向上

大量のソフトウェア
・エンジニアを確保

自動車 ④日本企業の打ち手
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サプライヤーの戦略方向性② － ソフトとハードの分離に対応した再編

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 2040年のクルマ作りに適応していく上では、サプライヤーの組織も「ソフトとハードに分離」する再編が求められる

― 具体的には、Tier1システムサプライヤーがソフトウェア領域へ事業ポートフォリオをシフトさせる一方、コンポーネン

トの開発・製造機能を分離し、同業他社との統合を図る業界再編がオプションとなり得る

 大手完成車OEMなどが形成する「陣営」に紐づいた、OEMとの新たなパートナー関係構築を目指すことも必要に

「ソフトとハードの分離」を軸としたサプライヤー再編

Tier1システム
サプライヤー

コンポーネント
サプライヤー

Tier1システム
サプライヤー

新設会社（ソフトウェア設計・開発に集中）

コンポーネント
サプライヤー

コンポーネント
サプライヤー

新設会社（コンポーネント開発・量産に集中）

Tier1システム
サプライヤー

機
能
統
合

機
能
統
合

Tier2

以下
Tier2

以下
Tier2

以下
Tier2

以下
Tier2

以下

サプライチェーン・マネジメント

量産委託？すり合わせ？

完成車
OEM車両インテグ

レーション機能
センサー・

アクチュエーター開発
車載コンピューター

開発

半導体メーカー

共同開発？
完成車
OEM

完成車
OEM

完成車
OEM

プラットフォーム

ビークルOS

PaaS

「陣営」に拘らず、全方位での拡販が可能

完成車OEMにサプライチェーン
マネジメント機能を提供することで、

追加のフィー獲得を検討可能？

自動車 ④日本企業の打ち手
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2040年に向けて日本の自動車産業が「今」取り組むべきこと － 過渡期の戦略

（出所）みずほ銀行産業調査部作成

 ソフトウェア・ファーストの製品開発の浸透は、自動車産業の付加価値の在り処を変え、完成車OEM・サプライヤーの

既存資産の一部をレガシー化させる懸念があるものの、その変化は段階的なものとなる

 日本の自動車産業が今後も競争力を維持するためには、将来の変化を見据え、既存資産の再編・効率化や、ソフト

ウェア開発力強化・ビジネスモデル転換の土台となる体制構築を、段階的に進めていくことが求められる

日本の自動車産業の競争力維持に必要な「今」取り組むべき打ち手

1 従来型エンジン車事業の再編 2 ソフトウェア・ITリソースの拡充 3 OEM・サプライヤーの関係再構築

OEM

現状は収益の柱である一方、市場縮小が
展望されるため、「再編」による効率化と

早期のキャッシュカウ化が必要

OEM OEM

統合新会社

サプライヤー サプライヤー サプライヤー

統合新会社

エンジン開発・製造機能の分離・集約

エンジンコンポーネント事業の分離・集約

部品内製機能の
一部移転

投
資
抑
制

開
発
効
率
化

サプライヤー サプライヤー サプライヤー

ソフトウェア開発・ITリソースの共有化

リソース確保が難しいソフトウェア開発機
能・ITインフラの集約と共有化、及び異業

種との連携による能力補完が必要

ソフトウェア
ベンダー

SIerなど

ソフトウェア
開発子会社

ITシステム
子会社

連携 連携

OEM

部品単位の購買体制を見直し、OEMがサ
プライヤーに任せる領域を増やすことで、

効率化を図っていくことが必要

OEM

共同開発など

コア
サプライヤー
【電動パワトレ】

コア
サプライヤー

【キャビン】

コア
サプライヤー

【ADAS】

設計・開発段階からの連携強化
ユニット・システム単位での調達

サプライチェーン・マネジメントの委任

Tier2以下 Tier2以下 Tier2以下

サプライチェーン・マネジメント

自動車 ④日本企業の打ち手
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